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国民健康保険料の
減免申請を

★ まずは「年間保険料額」の「減額額⑥」の「割合」を確認します

高すぎる国保料を引き下げよとの声は大きく、日本

共産党議員団も繰り返し引き下げを求めています。

今年度から国保料の「法定減額」（7割・5割・2割減

額）の対象者が広がりました。

65歳以上の方や低所得者の方など、申請すれば国保

料を下げることができる場合が少なくありません。

また名古屋市は「法定減額」の対象者全てに、2,000

円が戻る「特別軽減」制度があり、申請すれば戻りま

す。しかし対象者の2割しか申請していません。ぜひ申

請しましょう。

国保料の通知をみたら

申請は、保険証と国保料納入

通知書を持って区役所の保険

年金課または福祉課へ行けば

どなたでも申請できます。

（印鑑不要）

通知書の減額額⑥の「割合」という箇所に２・５・７のいずれかの数字が記載

されている方は、申請をすると１人につき2,000円減免されます。

対象者の人数は国保料納入通知書のしたの方にある「保険料算定内訳」の人数

の中に「○人」と記載されていますので複数人の場合は全員分申請しましょう。

法定減額を受けるには、非課税で
あっても所得申告が必要です。そ
のうえで市独自の特定減免を申請
します。

「法定減額」の対象となっていない方の中には、

「私は非課税だから、所得申告していない」という人

が含まれる場合があります。所得がゼロでも、所得申

告しているかいないかで、保険料が変わります。非課

税や所得が少ないという方も、まず、最寄りの区役所

の保険年金課保険係に所得申告を行いましょう。

申請主義をやめて、自動申請に改めるべき
名古屋市は、「特別軽減」の対象者であっても、申

請をしなければ制度が使えないのは問題です。

国の「法定減免」は自動で減免されているのですか

ら、それを条件にしている市の「特別軽減」も、自動

で軽減されるべきです。

実際、昨年度を見ても、対象者の2割しか「特別軽減」

を受けていません。申請ありきの仕組みが大きく影響

していると思われます。

日本共産党市議団では、「申請主義ではなく、自動

的に減免できるように改めよ」と訴えてきましたが、

引き続き改善を求めていきます。

※名古屋市の国保世帯のうち52％の世帯が減額世帯です。そ
の全世帯が特別軽減の多少ですが申請しているのは21％です。


